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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第58期

第１四半期
連結累計期間

第59期
第１四半期
連結累計期間

第58期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 3,669,628 1,582,055 25,063,439

経常利益又は経常損失(△) (千円) △171,819 △604,580 429,394

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失(△)

(千円) 33,032 △629,592 551,143

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 12,781 △625,942 579,057

純資産額 (千円) 4,040,426 3,942,060 4,606,702

総資産額 (千円) 24,967,120 26,881,991 26,783,343

１株当たり四半期(当期)純
利益又は四半期純損失(△)

(円) 4.26 △81.34 71.20

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.2 14.7 17.2
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社企業グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社企業グループが判断したものでありま

す。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益や企業の業況判断が引き続き改善しており、また、

個人消費も緩やかに持ち直していることから、景気は緩やかな回復基調が続いております。

当社企業グループの属する不動産業界におきましては、新築分譲マンションの平成29年上半期(１月～６月)の発

売戸数が、首都圏では前年同期比1.9％増の１万4,730戸と４年ぶりに増加に転じましたが、初月契約率の平均は

67.3％と好不調の目安とされる70％を下回っており、お客様の慎重姿勢が継続していることが窺われます(㈱不動産

経済研究所調査)。

このような事業環境の下、当社企業グループといたしましては、全国的に不動産価格が上昇し、お客様の志向も

多様化しているなか、画一的な商品供給ではなく、地域特性に合った「お客様に選んでいただける」商品を開発・

提供することを主眼に「全国に展開する拠点ポートフォリオ」と中堅ならではの機動力を活かして事業展開を行っ

ております。具体的には、①エリアマーケットの状況を的確に把握し、需給バランスのとれた地域で、かつ需要の

見込める地点でのマンション開発、②エリア特性に見合った商品企画、③構造面を中心に安心・安全を最優先する

こと、④その上で建設費をはじめ各原価・費用を極力抑制し手の届く価格設定を行うこと、⑤一歩あるいは半歩先

を行くSomething Newを提案すること、この５点を軸に各支店周辺の中堅都市への新規進出、大規模都市圏での重点

エリアでのブランド化、大地震を経験した地域および想定される地域での免震構造をはじめとする各種耐震対策、

世代別のお客様を想定した間取り構成、世帯人数の減少に対応するコンパクトな間取りの積極採用、地域銀行・地

域建設会社とのリレーションシップの深耕、竣工後の管理・サービスの充実、将来の大規模修繕の提案等、総合的

な取り組みをより一層強化・推進してまいります。

なお、当連結会計年度(通期)におけるマンションの竣工・引渡しは13物件(首都圏３物件、地方圏10物件)を予定

しておりますが、当第１四半期連結累計期間は竣工・引渡し物件が無く、ほとんどが第３四半期連結累計期間以降

に集中しております。当社では、お客様への物件引渡しを基準に売上計上を行っている関係上、四半期ごとの業績

は大きく変動する傾向にあります。

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績におきましては、売上高は1,582百万円(前年同期比56.9％減)、営業

損失は511百万円(前年同期は営業損失81百万円)、経常損失は604百万円(前年同期は経常損失171百万円)、親会社株

主に帰属する四半期純損失は629百万円(前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益33百万円)となりました。

なお、当連結会計年度(通期)に竣工・引渡しを予定している物件のお客様との売買契約につきましては、順調に

進捗しております。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

(不動産販売事業)

不動産販売事業におきましては、当第１四半期連結累計期間において、当連結会計年度(通期)の売上に寄与する

「クレアホームズ円山＜西28丁目駅前＞(北海道札幌市中央区)」および「クレアホームズ山鼻行啓通(北海道札幌市

中央区)」の販売を開始いたしました。これにより当連結会計年度(通期)に竣工・引渡しを予定している13物件のう

ち、既に12物件の販売を開始済みで、残る１物件も７月に販売開始をいたしました。

当第１四半期連結累計期間には、マンションの新規竣工・引渡し物件が無かったため、同期間の売上高は804百万

円(前年同期比72.3％減)、セグメント損失(営業損失)は473百万円(前年同期はセグメント損失(営業損失)41百万円)

となりました。
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今後とも、全国に展開する各拠点において、その地域特性やお客様ニーズに即した事業用地の取得や商品企画を

行うことにより、当社の「クレア」ブランドの浸透・向上に注力してまいります。

なお、次年度以降の事業用地の取得につきましては、首都圏・地方圏とも順調に進捗しております。

(不動産賃貸・管理事業)

ビル賃貸市場におきましては、首都圏(都心５区)における６月末時点の平均空室率は前月比0.15％改善の3.26％

となり、平成28年７月より12ヶ月連続で３％台の平均空室率を維持しております。

また、賃料につきましても、既存ビルの６月末時点の平均賃料が前年同月比4.01％改善しており、緩やかな上昇

傾向が続いております(三鬼商事㈱調査)。

このような環境の下、空室の解消と既存テナントの確保を最重要課題と捉え、当社所有ビルの立地優位性を活か

した新規テナント獲得営業に努めるとともに、テナント企業のニーズを早期に把握し即応することでお客様満足度

の向上に注力しております。

マンション管理事業におきましては、管理組合並びにご入居者様からのニーズに即応するべく、専門性の高い

サービスの提供に努め、駐車場の空き台数増加に対する改善策、電力の一括受電や共用部照明のＬＥＤへの変更に

よる経費削減等の提案を継続して行っております。

ビル管理事業におきましては、引き続き新規事業機会獲得および原価の圧縮に努めるとともに、原状復旧・入居

工事並びに防災対策等のスポット工事受注に注力しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は769百万円(前年同期比1.9％増)、セグメント利益(営業利益)は

135百万円(同2.8％減)となりました。

　

(2) 財政状態の分析

(資産)

総資産は、前連結会計年度末に比べ98百万円増加し26,881百万円(前期比0.4％増)となりました。

(負債)

負債は、前連結会計年度末に比べ763百万円増加し22,939百万円(前期比3.4％増)となりました。これは、主に支

払手形及び買掛金が242百万円増加したこと、不動産販売事業における契約の進捗に伴う不動産事業受入金(流動負

債・その他)が473百万円増加したことによるものであります。

(純資産)

純資産は、前連結会計年度末に比べ664百万円減少し3,942百万円(前期比14.4％減)となりました。これは、主に

親会社株主に帰属する四半期純損失を計上したことによるものであります。

　

(3) 経営方針・経営戦略等及び対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社企業グループにおける経営方針・経営戦略等及び対処すべき課題に重

要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

(5) 従業員数

①  連結会社の状況

当第１四半期連結累計期間において、当社企業グループの従業員数に著しい変動はありません。

②  提出会社の状況

当第１四半期累計期間において、当社の従業員数に著しい変動はありません。

　

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

　

(7) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

の著しい変動はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,747,000 7,747,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株
であります。

計 7,747,000 7,747,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

― 7,747 ― 1,008,344 ― 673,277
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

7,000
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,738,900
77,389 同上

単元未満株式
普通株式

1,100
― 同上

発行済株式総数 7,747,000 ― ―

総株主の議決権 ― 77,389 ―
 

(注) 上記「単元未満株式」の欄の普通株式には、自己株式４株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
セントラル総合開発㈱

東京都千代田区飯田橋一
丁目12番５号

7,000 ― 7,000 0.1

計 ― 7,000 ― 7,000 0.1
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,263,144 1,061,201

  受取手形及び売掛金 1,008,683 154,968

  販売用不動産 2,695,333 2,046,513

  不動産事業支出金 12,853,791 14,609,333

  貯蔵品 2,106 4,999

  繰延税金資産 166,962 145,005

  その他 948,405 1,023,243

  貸倒引当金 △3,738 △2,009

  流動資産合計 18,934,690 19,043,256

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 967,953 955,219

   機械装置及び運搬具（純額） 293 234

   土地 6,065,349 6,065,349

   リース資産（純額） 1,906 1,646

   その他（純額） 5,044 4,585

   有形固定資産合計 7,040,547 7,027,036

  無形固定資産 20,565 18,948

  投資その他の資産   

   投資有価証券 210,090 213,395

   繰延税金資産 158,962 163,165

   退職給付に係る資産 675 1,228

   その他 464,411 461,559

   貸倒引当金 △46,600 △46,600

   投資その他の資産合計 787,541 792,750

  固定資産合計 7,848,653 7,838,735

 資産合計 26,783,343 26,881,991
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,452,120 1,694,949

  短期借入金 ※2  11,602,658 ※2  11,635,388

  未払法人税等 55,725 8,647

  賞与引当金 71,011 31,049

  その他 1,095,792 1,628,013

  流動負債合計 14,277,308 14,998,047

 固定負債   

  長期借入金 6,788,670 6,831,231

  再評価に係る繰延税金負債 842,113 842,113

  退職給付に係る負債 1,075 1,128

  その他 267,473 267,412

  固定負債合計 7,899,332 7,941,884

 負債合計 22,176,640 22,939,931

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,008,344 1,008,344

  資本剰余金 673,277 673,277

  利益剰余金 2,155,807 1,487,514

  自己株式 △7,526 △7,526

  株主資本合計 3,829,901 3,161,608

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 11,351 15,001

  土地再評価差額金 765,449 765,449

  その他の包括利益累計額合計 776,801 780,451

 純資産合計 4,606,702 3,942,060

負債純資産合計 26,783,343 26,881,991
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 3,669,628 1,582,055

売上原価 3,002,402 1,302,914

売上総利益 667,225 279,140

販売費及び一般管理費 748,468 790,712

営業損失（△） △81,242 △511,571

営業外収益   

 受取利息 1 ―

 受取配当金 2,750 2,751

 還付加算金 1,996 18

 その他 102 331

 営業外収益合計 4,850 3,101

営業外費用   

 支払利息 93,302 87,783

 その他 2,125 8,326

 営業外費用合計 95,427 96,110

経常損失（△） △171,819 △604,580

特別損失   

 固定資産除却損 30 ―

 特別損失合計 30 ―

税金等調整前四半期純損失（△） △171,849 △604,580

法人税等 △204,881 25,012

四半期純利益又は四半期純損失（△） 33,032 △629,592

非支配株主に帰属する四半期純利益 ― ―

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

33,032 △629,592
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 33,032 △629,592

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △20,251 3,650

 その他の包括利益合計 △20,251 3,650

四半期包括利益 12,781 △625,942

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 12,781 △625,942

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

 
 

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

顧客住宅ローンに関する抵当権
設定登記完了までの金融機関等
に対する連帯保証債務

914,961千円 30,000千円

 

 
※２ 特別当座貸越契約及びコミットメントライン契約

当社企業グループにおいては運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行(前連結会計年度は３行)と特別

当座貸越契約及びコミットメントライン契約を締結しております。

この契約に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

 
 

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

契約による総額 6,300,000千円 6,300,000千円

借入実行残高 4,500,000千円 4,200,000千円

差引額 1,800,000千円 2,100,000千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 16,814千円 15,387千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 30,959 4.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日
 

 

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３ 株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 38,699 5.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日
 

 

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３ 株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント その他
(千円)

 
(注)

合計
(千円)不動産販売事業

(千円)

不動産賃貸
・管理事業
(千円)

計
(千円)

売上高      

  外部顧客への売上高 2,906,056 753,638 3,659,694 9,933 3,669,628

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 1,984 1,984 ― 1,984

計 2,906,056 755,622 3,661,679 9,933 3,671,612

セグメント利益又は損失(△) △41,076 139,231 98,155 2,460 100,616
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理事業等を含んでおります。

 

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

利益又は損失
金額
(千円)

報告セグメント計 98,155

「その他」の区分の利益 2,460

セグメント間取引消去 △256

全社費用(注) △181,602

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △81,242
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント その他
(千円)

 
(注)

合計
(千円)不動産販売事業

(千円)

不動産賃貸
・管理事業
(千円)

計
(千円)

売上高      

  外部顧客への売上高 804,009 767,671 1,571,681 10,373 1,582,055

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 2,128 2,128 ― 2,128

計 804,009 769,800 1,573,810 10,373 1,584,183

セグメント利益又は損失(△) △473,469 135,323 △338,145 3,262 △334,882
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理事業等を含んでおります。

 

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

利益又は損失
金額
(千円)

報告セグメント計 △338,145

「その他」の区分の利益 3,262

セグメント間取引消去 △256

全社費用(注) △176,432

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △511,571
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失(△) 4円26銭 △81円34銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円)

33,032 △629,592

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
又は普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
損失(△)(千円)

33,032 △629,592

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,739 7,739
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月９日

セントラル総合開発株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   櫻     井       均   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   山   本   高   揮   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセントラル総合

開発株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１

日から平成29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セントラル総合開発株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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